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株式会社オールライフメイトの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
当社は本日、取締役会において、以下のとおり株式会社オールライフメイト（以下「オールラ

イフメイト」）の株式を取得（子会社化）するため、株式譲渡契約を締結することについて決議い
たしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 
当社の介護事業は、急速に高まる高齢化社会のニーズに応えるため、「自立支援と地域トータ

ルケア*」を理念に掲げ、2030年には売上高 1,500億円の事業規模とすることを経営ビジョン
で示しています。その実現に向けて、⾝体機能の維持向上を重視したサービスの充実を図って
います。また、高齢者の様々なニーズに対応するため、2030 年には介護サービスを行うエリ
アを現状の 3倍以上にあたる 300エリアに拡大するとともに、全てのエリアで訪問介護、通所
介護、居宅介護支援、グループホーム、有料老人ホーム他の施設を各 1事業所以上運営するこ
とを目指しています。事業展開エリアの拡大とエリア内で提供できるサービスの充実を、スピ
ード感をもって進めるため、当社は、Ｍ＆Ａを積極的に活用しています。 

 
オールライフメイトは、東京都内を中心に有料老人ホーム７ヶ所を運営しています。これら

の施設系サービスと当社が展開する在宅系サービス等を有機的に結びつけることで、地域トー
タルケアの実現に一歩前進します。 

 
 
 

 
 
 
 
 

会社名  株式会社ソラスト  
代表者名  代表取締役社長  石川  泰彦  
コード番号  6197 東証第１部  
問合せ先  取締役副社長   春山  昭彦  
TEL 03-6890-8904 

*当社が掲げる「地域トータルケア」は、一人一人の高齢者の生活圏の中で複数の介護  
サービスを提供することで、高齢者の介護ニーズに応えようとするものです。生活圏  
の定義は、地域の広さや人口に応じて、中学校区／半径 5～20キロ圏／市町村区等と 
なります。 
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２．異動する子会社（株式会社オールライフメイト）の概要 
（１） 名称 株式会社オールライフメイト 
（２） 所在地 東京都豊島区長崎 5丁目 33番 11号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 赤羽 道明 
（４） 事業内容 介護サービス事業 
（５） 資本金 350百万円 
（６） 設立年月日 2001年 5月 30日 
（７） 大株主及び持株比率 株式会社カーメイト        100.0％ 

（８） 上場会社と当該会社との間の関係 
資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 
 決算期 2016年 2月期 2017年 2月期 2018年 2月期 
 純資産 440百万円 186百万円 212百万円 
 総資産 4,407百万円 4,238百万円 4,243百万円 
 １株当たり純資産 73,498円 23,285円 26,610円 
 売上高 2,799百万円 2,983百万円 3,509百万円 
 営業利益 △100百万円 △250百万円 35百万円 
 経常利益 △94百万円 △234百万円 37百万円 
 当期純利益 △81百万円 △354百万円 26百万円 
 １株当たり当期純利益 △13,653円 △44,339円 3,325円 
 １株当たり配当金 ― ― ― 

 
 
３．株式取得の相手先の概要 
（１） 名称 株式会社カーメイト 
（２） 所在地 東京都豊島区長崎 5丁目 33番 11号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 村田 隆昭 

（４） 事業内容 
カー用品、アウトドア・レジャー・スポーツ用品、
スノーボード類の製造・販売及び介護関連事業 

（５） 資本金 1,637百万円(2018年３月 31日) 
（６） 設立年月日 1966年６月 7日 
（７） 純資産 11,649百万円(2018年３月 31日) 
（８） 総資産 22,271百万円(2018年３月 31日) 

（９） 大株主及び持株比率 

有限会社エム・テイ興産    38.64% 
村田 志実江    8.09% 
村田 隆昭     7.09% 
THE BANK OF NEW YORK, 
NON-TREATY JASDEC ACCOUNT   6.18% 
株式会社みずほ銀行         4.28% 

(2018年３月 31日) 
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（10） 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 
関連当事者へ
の該当状況 該当事項はありません。 

（注）大株主及び持株比率には、同社の保有する自己株式 329千株は含まれていません。 
 
 

４．取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 普通株式     0株 （議決権の数：0個） 
（議決権所有割合：0％） 

（２） 取得株式数 普通株式  8,000株（議決権の数：8,000個） 

（３） 取得価額 
普通株式             
アドバイザリー費用等（概算額）  
合計（概算額） 

1,000百万円 
26百万円 

1,026百万円 

（４） 異動後の所有株式数 普通株式  8,000株（議決権の数：8,000個） 
（議決権所有割合：100％） 

 
 
５．日程 
（１） 取締役会決議日 2018年 12月 14日 
（２） 契約締結日 2018年 12月 14日 
（３） 株式譲渡実行日 2018年 12月 26日（予定） 

 
 
６．今後の見通し 

本件取得に伴う当期業績への影響は軽微であると見込んでいますが、今後適時開示すべき事
項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 
以上 
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（参考１）当期連結業績予想（2018年５月９日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 
（2019年３月期） 

83,630百万円 4,743百万円 4,687百万円 2,933百万円 

前期連結実績 
（2018年３月期） 

74,329百万円 4,188百万円 4,164百万円 2,710百万円 

 
 
（参考２）サービス別事業所数 
        単位：ヶ所 

 2018年３月末 2018年10月末 
訪問介護（注１） 68 66 
通所介護 103 102 
居宅介護支援 64 63 
グループホーム 53 65 
有料老人ホーム・サ高住（注２） 16 20 
その他（注３） 57 57 
合計 361 373 

（注１）家事代行を含みます。 
（注２）サービス付き高齢者向け住宅の略です 
（注３）ショートステイ、ケアハウス、訪問看護、小規模多機能型居宅介護、福祉用具貸与・販売、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護が含まれています 
（注４）連結数値です 
 
 
[業績見通し等に関する注意事項] 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日において当社が入手

している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束す
る趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。 


